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１ はじめに 

 公共交通は、地域の経済社会活動を支える重要な基盤であり、市民の誰もが

自由に移動ができる交通手段です。しかし現在、急速な少子高齢化・人口減少

社会の進展により、公共交通の利用者は減少傾向にあります。その一方で、高

齢者による運転免許証の自主返納が進みつつあること等から、高齢者などの

移動手段としての公共交通の重要性は増しています。 

松本市総合交通戦略では、これらの現状から「郊外や中山間地域の高齢者の

生活交通確保」を課題として捉えていることから、市民が利用しやすい施策の

充実と移動手段の確保が求められています。なお、本市の公共交通カバー圏率

は、バス事業の公設民営化等交通ネットワークの再編により９２．１％となっ

ています。 

このような中、本市では１０月から市内２つのエリアにおいて、交通空白地

域1の解消を目的に、ＡＩオンデマンドバス2の実証運行がスタートしました。

この新たな取組みが、持続可能な交通ネットワークの一つとしてなり得るの

か、導入方法や制度設計等の研究が必要であると考え、調査研究することとし

ました。 

 

２ 調査研究の経過 

  令和５年 ６月２３日 調査研究（他市の事例、ＡＩオンデマンド交通につ

いて） 

       ８月 ３日 福島県喜多方市 視察研修 

企画政策部地域振興課きたかたぐらし推進室 

          ４日 福島県会津若松市 視察研修 

              企画政策部地域づくり課 

         ２２日 長野県塩尻市 視察研修 

              建設事業部都市計画課 

       ９月１５日 調査研究（国等の動向調査） 

      １０月 ２日 寿エリア、梓川地区において実証運行開始 

      １１月１５日 理事者との意見交換 

         ２２日 調査研究 

                         
1 松本市総合交通戦略に示す、鉄道駅から１㎞、バス停から５００ｍ圏内域 
2 利用者がスマートフォンの専用アプリ等や電話で予約をおこない、乗降ポイ

ント間を、ＡＩ（人工知能）を使い効率的なルートをリアルタイムに解析し、

乗合で運行 
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  令和６年 １月１１日 理事者からＡＩオンデマンドバスの運行状況につ

いて報告 

         １１日 調査研究（まとめ） 

       ２月２２日 調査研究（まとめ） 

 

３ 他市の事例（視察先の取組状況） 

⑴ 喜多方市 

・ 市民満足度が低かった予約型乗合交通（デマンドバス）の代替えとして

ＡＩオンデマンドバスを導入。市内全域で事業を展開 

・ 乗合の発生率が低く、ＡＩで最適な運行ルートを設定するというメリッ

トが活かされないため採算性が取れていない。 

・ 土日祝日と夜７時以降は運休とし、また市街地と郊外とで利用方法を変

えるなど、タクシー事業者に配慮した運行形態としている。そのため、

市街地に住む市民からは公平性に欠けているとの意見がある。 

・ 車両はＡＩオンデマンドバスの専用車両とするのではなく、朝夕はス 

クールバス（定時定路線型）として運行 

⑵ 会津若松市 

・ 令和２年度から計３回、市街地の交通空白地域をカバーする目的で実証

運行を実施しているが、利用率が低く、未だ本格運行には至っていない。 

・ ＡＩオンデマンドバスの予約をＷＥＢのみとして、ＤＸ推進のための 

ツールとして位置付けた。スマートフォン教室等の説明会を丁寧に行っ

たが、主に利用する高齢者にとってはハードルが高く、利用増へと繋が

らなかった。 

 ⑶ 塩尻市 

・ 視察した市の中で唯一距離により異なる利用料金を設定している。 

・ 路線バスの代替えとして導入。運行時間が午後８時までと他市に比べて

長く、土日祝日も運行 

・ 運行説明会やアプリ利用説明会を各地区２回実施 

・ 実際に職員が乗車し利用者に意見を聴くなど、市民意見を丁寧に聞き、

取り組みに反映している。 

・ 利用推進のため、イベントの開催や、ＡＩ活用型オンデマンドバス「の

るーと塩尻」車内にデジタルサイネージ3を搭載し情報提供を行う等、 

                         
3 運転席後部に 24 インチのモニターを設置し、「のるーと」の利用方法や市の

行政情報などを流している。 
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モビリティ・マネジメント4に取り組んでいる。 

 

４ 本市の取組状況 

⑴ ＡＩオンデマンドバス 

   本市では、バス事業をマネジメントし、公設民営化による幹線・支線の

整備を行った。郊外部では、地域連携バスや地域主導型公共交通を運行し、

生活バス路線として利用されている。 

この幹線・支線の整備に併せ、交通空白地域に住む市民の地域内移動へ

の課題解決のため、要望があった寿・梓川地域の２つのエリアでＡＩオン

デマンドバスの実証運行5を実施した。 

運行形態は、塩尻市と同様のミーティングポイント型6とし、各乗降ポ

イントは地域主導で２００メートルから３００メートル間隔で設定した。 

令和５年度の実証運行に係る費用は５，６１９万円だが、ＡＩオンデマ

ンドバスの運行継続のためには、収支率２０％以上を目安としている7。

これは各エリア 1日当たり５０人以上の利用となる。 

実証運行後のスケジュール8は、実証運行中に検証を行い本格運行へ移

行するかどうかの判断を行うとともに、他地区へ拡大する際の基準を設

定するとしている。 

⑵ ラストワンマイル 

近隣の塩尻市、安曇野市は、路線バス等の代替として市域全体をカバー

する形でＡＩオンデマンドバスを運行しているが、本市ではラストワン

マイル9の位置付けで運行している。 

本市のラストワンマイル施策として、「ＡＩオンデマンドバス」、「地域

                         
4 日常生活における移動を「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や徒歩

などを含めた多様な交通手段を適度に利用する状態」へと自発的な転換を促す

取組み 
5 実証運行は、「交通空白地解消や将来的なバス路線の代替交通手段、住民の異

動需要に応えることを目的」としている。（令和５年９月１５日建設環境委員

会資料） 
6 運行ルートは定めず、予約に応じて所定の乗降ポイント間を最短経路で結ぶ

方式。他には定路線型(路線バス、コミュニティバス）、迂回ルート・エリアデ

マンド型（定路線型をベースに予約に応じて所定のバス停まで迂回させる運行

方式）、ドア・ツー・ドア型がある。 
7 令和５年９月定例会西澤郁弥議員の一般質問に対する副市長答弁 
8 令和５年１１月１５日意見交換会資料 
9 最寄りの駅やバス停から、最終目的地である自宅までの区間を指す。 
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主導型公共交通」、「地域の少量移送サービス」の３つが本調査研究の中で

示されたが、「地域主導型公共交通」と「地域の少量移送サービス」につ

いては、各地域が主体性を持って住民の足を確保するための取組みとし

て進めてきたという背景があることから、地域ごと様々なシステムが混

在した状況となっている。 

所管も健康福祉部（新村プチ送迎等の地域福祉活動事業推進交付金を

活用した事業）、住民自治局（島立買い物乗合タクシー等の地域づくり推

進交付金を活用した事業、地区協議会が運行するバス等※ただしこの補

助金（地域主導型公共交通事業補助金）の所管は交通部）、交通部（ＡＩ

オンデマンドバス）といったように複数の部署が所管している。 

 

５ 調査研究から見えてきた課題 

⑴ ＡＩオンデマンドバス導入への課題 

持続可能な交通サービスを維持するためには、運転手の確保が課題と

なっている。塩尻市がバスの運転手不足の解決のためＡＩオンデマンド

バスを導入したように、定時定路線型の路線バス全てをオンデマンドバ

スへ転換することは必要と言えるが、その一方で、多額の費用が掛かるた

め、税の公平分配の視点での検討が必要である。 

喜多方市のように採算性は考えないという選択もあるが、持続可能な

公共交通サービスとするためにはより多くの利用が必要となり、導入エ

リアの人口規模の検討が必須となる。 

ＡＩオンデマンドバスの導入コンセプトが明確な塩尻市の取り組みは、

住民にとっても分かりやすく使いやすい。会津若松市の鉄道、路線バス、

デマンドタクシー、ＡＩオンデマンドバス等といった様々な運行形態の

混在は、ＡＩオンデマンドバスの位置付けが不明確となり、３回の実証運

行を経てもなお利用が伸び悩んでいるのが実態となっている。本市も会

津若松市と同様にシステムが混在しているため、現状を継続しながらの

導入では住民の利用増には繋がりにくいと考えられる。 

寿・松原・寿台地区には寿台線（松原線含む）が運行しているが、寿地

区の交通空白地域を埋めることを目的に、公設民営化に伴うバス路線の

再編に合わせて令和５年４月１日に新路線を増設した。定時性があり福

祉１００円パスが利用できるメリットの反面、運行本数が少なく利用し

にくいといった課題がある。一方で、１０月から交通空白地域の解消を目

的に、寿エリア（寿・松原・寿台地区）にＡＩオンデマンドバスを導入し、

実証運行を行っている。域内に運行形態の異なる公共交通が混在してい
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る実態がある。 

ＡＩオンデマンドバスの運行は乗り合いが基本となるが、乗合状況に

よって目的地までの所要時間が大きく変化するため、定時性を求めるニ

ーズには答えられないことを理解してもらう必要がある。 

実証運行では、運行時間が限られ土日や夜間は利用ができないことか

ら、使いたい時に使えないといった声がある。また、主な利用者である高

齢者には最寄りの乗降ポイントに行くことが困難な方もあり、安曇野市

のようなドア・ツー・ドアでの運行を選択しない限り、バス待ち環境の整

備といった課題が生じる。そのため、運行時間、ミーティングポイント型

での運行の見直しも必要と思われる。 

塩尻市、安曇野市の「のるーと」との連携を考えた時、本市では交通空

白地の特定エリアにラストワンマイルの位置付けで導入しているため、

両市とは位置付けが異なり、接続が課題となる。 

⑵ ＡＩオンデマンドバス等のラストワンマイルを確保するための課題 

   本市は地域ごとに交通システムが混在し、またシステムとして整理さ

れていないため、地域住民が主体となり、自分たちの地域にどのようなシ

ステムが必要か、導入できるのかを検討、構築していくことが求められて

いる。しかし、行政側は、ラストワンマイルのメニューを交通システムと

して系統立てた整理をしておらず、支援する体制を整えていない。地域ご

との取組みとなっているため、ノウハウも蓄積されず、地域間格差が生じ

ている。 

住民は、地域の足の確保は行政に関与して欲しいとの気持ちが強く、ま

た自家用車での移動が可能なうちは公共交通利用へと行動変容が起きな

い。地域に新システムを導入したとしても、それが地域の足として住民に

浸透し利用されるようになるまでには期間を要するため、自分事として

考えるきっかけとなるような、モビリティ・マネジメント等の取組が課題

である。 

地域主導型公共交通の島内川東乗合タクシーは、予約管理を個人が担

っているためいずれ運営に限界が来る可能性が高く、持続可能なシステ

ムへの転換が必要と考える。 
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６ おわりに 

ＡＩオンデマンド交通について研究を進めていくと、本市の公共交通体

系の整理をしていくなかで、ラストワンマイルの課題に行き着きました。市

内でも地域の足やラストワンマイルをどう確保するかは、年々大きな課題

となっていますが、全市域へのＡＩオンデマンドバスの導入は、限られた予

算の中では難しく、また現状の松本地域公共交通計画（令和３年～令和７年）

と共存させながらそれを実現することは現実的ではありません。次期計画

の見直しに向けた大きな課題として、今から検討していくことが必要と考

えます。その際は、東京都内や軽井沢町などで開始が予定されているライド

シェアを含め様々な手法を検討すべきと考えます。 

視察先の各自治体とも、実証運行やアンケートなどを重ねながら苦労し

て取り組みを進められていました。それぞれの地域の実情を踏まえ、どのよ

うな利用目的があるのか更に調査し、地域のニーズに合った取組みを進め、

交通弱者の救済や交通空白地域の解消といった公共交通が抱える課題解決

へと繋げる必要があります。 

本市においては、地域ごとに異なるラストワンマイルの運行形態と行政

の支援体制について検証することで、持続可能な交通システム体系の構築

を進めるとともに、公共交通は「乗って残そう地域の足」であることを住民

に意識づける地道な取組み、モビリティ・マネジメントの推進を求めます。 

最後に、本市が全国初となる「エリア一括協定運行事業10」のより一層の

充実を期待し、調査研究のまとめとします。 

 

                         
10 地方公共団体と交通事業者が、運行系統、運行回数その他の実施方法に関す

る協定を締結。エリア内の路線について、一括して複数年にわたって運行を行

う事業。国がこうしたエリア一括協定運行事業に対して、事業初年度に事業期

間全体における支援額の総額を明示し、期間中、毎年度定額で支援する。 


